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【本資料に関するご注意事項】を必ずご覧ください・本資料は「サイバーセキュリティ株式オープン（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）／（為替ヘッジあり）予想分配金提示型／
（為替ヘッジなし）予想分配金提示型」について投資家のみなさまにご理解を深めていただくために概略を記載したものです。このため、ファンドの商品性、リスク、お申込みメモなどにつ
いては投資信託説明書（交付目論見書）をご確認いただく必要があります。・動画は一定期間経過後、予告なく削除されることがあります。・表示桁未満がある場合、四捨五入していま
す。・上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。

三菱UFJ国際投信

動画はこちらからご視聴いただけます
https://youtu.be/KBA4iaQMShw

ITを活用した利便性の高い社会において、ネットワー
クセキュリティに対する重要性が高まっていることを
背景に、今後もサイバーセキュリティ市場は拡大して
いくと見込まれています。

世界のサイバーセキュリティ市場規模

（出所）statistaのデータを基に三菱UFJ国際投信作成
（期間）2020年～2026年、年次（2021年12月時点）
・金額はITサービス、ソフトウェア、ハードウェアの収益の合計
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様々なモノやサービスがネット
ワークでつながり、新しいサー
ビスが今後も次々と生まれるこ
とで、世界で流通するデジタル
データ量は増加していくと予想
されています。

約12倍
（2015年～2025年の

10年間）

（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）
（為替ヘッジあり）予想分配金提示型／（為替ヘッジなし）予想分配金提示型

当社テーマ型投信のご紹介

成長が続くサイバーセキュリティ市場世界のデジタルデータ量の増加予想

デジタル社会の“新インフラ”サイバーセキュリティを取り巻く環境
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経済アナリスト

サイバー空間の広がりとともに、
インターネットを通じたサイ
バー犯罪が増加しています。よ
り巧妙化するサイバー攻撃に備
えるため、サイバーセキュリ
ティが必要になるのです。

42億

米ドル

（出所）statistaのデータを基に三菱UFJ国際投信作成
上段：2021年6月時点、2025年の値は予測値
下段：2020年 ※IC3：FBI（米連邦捜査局）のインターネット犯罪苦情センター

サイバー犯罪の被害額（IC3への報告ベース）

テーマ投資から考える

サイバーセキュリティの可能性
※三菱UFJ国際投信の

YouTubeサイトに遷移します。



投資リスク
基準価額の変動要因：基準価額は、株式市場の相場変動による組入株式の価格変動、為替相場の変動等により上下します。また、組入有価証券等の発行者等の経
営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の影響を受けます。これらの運用により信託財産に生じた損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。した
がって、投資者のみなさまの投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。投資信託は預貯
金と異なります。主な変動要因は、価格変動リスク、特定のテーマに沿った銘柄に投資するリスク、為替変動リスク、信用リスク、流動性リスク、カントリー・
リスクです。
上記は主なリスクであり、これらに限定されるものではありません。くわしくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

■本資料は三菱ＵＦＪ国際投信が作成した情報提供資料であり、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。投資信託をご購入の場合は、販売会社よりお渡
しする最新の投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。■本資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更
されることがあります。■本資料は信頼できると判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性等を保証するものではありません。■投資信託
は、預金等や保険契約とは異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。銀行等の登録金融機関でご購入いただいた投資信託は、投資
者保護基金の補償の対象ではありません。■投資信託は、販売会社がお申込みの取扱いを行い委託会社が運用を行います。

本資料に関するご留意事項

ファンドの費用

ファンドの目的・特色

分配金額の決定にあたっては、信託財産の成長を優先し、原則として分配を抑制する方針とします。（基準価額水準や市況動向
等により変更する場合があります。）

【ファンドの目的】 日本を含む世界の株式を実質的な主要投資対象とし、主として値上がり益の獲得をめざします。

特色４「為替ヘッジあり」、「為替ヘッジなし」は、年１回の決算時（６月６日（休業日の場合は翌営業日））に分配金額を決定します。
「（為替ヘッジあり）予想分配金提示型」、「（為替ヘッジなし）予想分配金提示型」は、毎月の決算日（毎月６日（休業日の場
合は翌営業日））の前営業日の基準価額に応じた分配を目指します。

【ファンドの特色】
特色１主として日本を含む世界のサイバーセキュリティ関連企業＊の株式に投資を行います。

■「為替ヘッジあり」、「（為替ヘッジあり）予想分配金提示型」は、実質組入外貨建資産について、原則として為替ヘッジを行い、為替変動リスクの低減
をはかります。なお、為替ヘッジが困難な一部の通貨については、当該通貨との相関等を勘案し、他の通貨による代替ヘッジを行う場合があります。為替
ヘッジを行う場合で円金利がヘッジ対象通貨の金利より低いときには、これらの金利差相当分のヘッジコストがかかることにご留意ください。ただし、為替
市場の状況によっては、金利差相当分以上のヘッジコストとなる場合があります。
■「為替ヘッジなし」、「（為替ヘッジなし）予想分配金提示型」は、実質組入外貨建資産について、原則として為替ヘッジを行いませんので、為替相場の
変動による影響を受けます。

決算日の前営業日の基準価額 分配金額（1万口当たり、税引前）

11,000円未満 基準価額の水準等を勘案して決定

11,000円以上12,000円未満 200円

12,000円以上13,000円未満 300円

13,000円以上14,000円未満 400円

14,000円以上 500円

為替ヘッジあり/為替ヘッジなし

■分配金額は委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定します。ただし、分配対象収益が少額の場合には、分配を行わないことがあります。
■原則として、決算日の前営業日の基準価額に応じ、以下の金額の分配をめざします。ただし、分配対象収益が少額の場合には分配を行わないことがありま
す。また、決算日にかけて基準価額が急激に変動し、以下に記載された分配金額が分配対象額を超える場合等には、当該分配金額としないことや分配を行わ
ないことがあります。

市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。
将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するものではありません。

収益分配金に関する留意事項
■分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から
支払われますので、分配金が支払われると、その金額相当分、
基準価額は下がります。■分配金は、計算期間中に発生した収益
(経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益)を超えて支
払われる場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前
期決算日と比べて下落することになります。また、分配金の水準
は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものでは
ありません。■投資者のファンドの購入価額によっては、分配金
の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場
合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より
基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。

（為替ヘッジあり）予想分配金提示型/（為替ヘッジなし）予想分配金提示型

■分配金額は委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定します。ただし、分配対象収益が少額の場合には、分配を行わないことがあります。

＊基準価額が左記の一定の水準に一度でも到達すればその水準に応じ
た分配を続ける、というものではありません。

＊分配により基準価額は下落します。そのため、基準価額に影響を与
え、次期以降の分配金額は変動する場合があります。また、あらか
じめ一定の分配金額を保証するものではありません。

＊基準価額の値上がりにより、分配金の支払い準備のために用意して
いた資金を超える分配金テーブルに該当することによって資金が不
足する場合等は、テーブル通りの分配ができないことがあります。

＊左記表に記載された基準価額および分配金額は、予想に基づくもの
であり、将来の運用の成果を保証または示唆するものではありません。

（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）／（為替ヘッジあり）予想分配金提示型／（為替ヘッジなし）予想分配金提示型

■購入時［購入時手数料］購入金額（購入価額×購入口数）×3.30％（税抜3.00％）で得た額
・スイッチングの場合ありません。
※インターネット取引でご購入の場合は、上記手数料率から10％優遇。
■保有期間中［運用管理費用（信託報酬）］日々の純資産総額に対して、年率1.870％（税抜 年
率1.700％）をかけた額 ［その他の費用・手数料］監査費用、売買委託手数料、保管費用、その
他信託事務処理の諸費用等（その他の費用・手数料については、売買条件等により異なるため、
あらかじめ金額または上限額等を記載することはできません。）
■換金時［信託財産留保額］ありません。
※上記の費用（手数料等）については、保有金額または保有期間等により異なるため、あらかじ
め合計額等を記載することはできません。

※三菱UFJ銀行でお申込みの場合

＊当ファンドにおいては、サイバー攻撃に対するセキュリティ技術を有し、これを活用した製品・サービスを提供するテクノロジー関連の企業等をいいます。
※実際の運用はサイバーセキュリティ株式マザーファンドを通じて行います。

※運用の指図に関する権限の委託を受ける者、委託の内容、委託の有無等については、変更する場合があります。

特色２ 株式等の運用にあたっては、アリアンツ・グローバル・インベスターズ・ユーエス・エルエルシーに運用指図に関する権限を委託
します。

特色３ 為替ヘッジの有無により、「為替ヘッジあり」、「（為替ヘッジあり）予想分配金提示型」、および「為替ヘッジなし」、
「（為替ヘッジなし）予想分配金提示型」が選択できます。

金融商品仲介口座を通じたお取扱いの場合

●お問合せ・ご照会は …株式会社三菱ＵＦＪ銀行

登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号

加入協会：日本証券業協会／一般社団法人金融先物取引業協会

一般社団法人第二種金融商品取引業協会

●委託金融商品取引業者・販売会社は

…三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2336号

加入協会：日本証券業協会／一般社団法人日本投資顧問業協会

一般社団法人金融先物取引業協会

一般社団法人第二種金融商品取引業協会

設定・運用は …三菱ＵＦＪ国際投信株式会社

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第404号

加入協会：一般社団法人投資信託協会

一般社団法人日本投資顧問業協会

投資信託口座を通じたお取扱いの場合

●お申込み・販売会社は …株式会社三菱ＵＦＪ銀行

登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号

加入協会：日本証券業協会／一般社団法人金融先物取引業協会

一般社団法人第二種金融商品取引業協会


